
【イマクリエ】奈良県宇陀市における令和5年度企業誘致促進業
務を受託

株式会社イマクリエ（本社：東京都港区 代表取締役：鈴⽊信吾、以下、当社）は、奈良県宇陀市から

令和5年度企業誘致促進業務を受託しました。

■宇陀市における企業誘致促進の取り組み

宇陀市では、サテライトオフィスや未利⽤の公有地等への企業進出を促進し、にぎわいと交流を⽣み出

すまちづくりを進めるとともに、労働者の掘り起こし、若年層の労働の幅を広げる環境づくり、都会か

らの労働者の受け⼊れ場所を確保することにより、市内での雇⽤促進、関係⼈⼝増加による地域の活性

化を⽬指しています。

中期基本計画において、近鉄榛原駅周辺の未利⽤地・施設の整備と有効活⽤を掲げ進めており、令和5年

9⽉には、コワーキングスペース、オフィススペース、ブーススペースの3つの機能スペースを備えた『

奈良サテライトオフィスうだ』を開設しました。市外企業のサテライトオフィス拠点、市内外の企業に

勤める⽅のテレワーク拠点として活⽤いただけます。

■令和5年度企業誘致促進業務の実施内容

①企業への情報提供、進出検討企業との⾯会・マッチング機会の創出

地⽅への進出を検討する企業や働く場所にとらわれない企業を抽出し、宇陀市の魅⼒を訴求するための

⾯談、マッチング機会を創出するための誘致活動を⾏います。

②視察ツアーの開催

上述でマッチングした企業に対し、宇陀市への進出検討確度の向上を⽬的に、現地視察ツアーを企画・

実施します。

③企業対応の代⾏

進出検討企業の対応デスクを常設し、必要に応じた全てのサポートを実施します。

⾯談の事前準備や当⽇の司会進⾏、視察ツアーのサポート等、企業誘致促進の⼀連の取り組みにおいて

、実績豊富な当社専任スタッフがフルサポートし、市と企業の有意義なコミュニケーションの機会創出

を⽬指します。

■イマクリエが提供する ⾃治体向け「サテライトオフィス誘致⽀援サービス」の特徴

1. 地域の特性・資源を活かした誘致活動

他地域への進出を検討する企業に対して、当地への拠点開設の魅⼒や利点を紹介する現地視察を訴求、

参加促進を⾏い、他地域との差別化を図ることで進出確度を⾼めます。

2. 誘致活動に必要なすべてをワンストップで提供可能
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誘致戦略策定から、地⽅進出意向のある企業の発掘、個別⾯談対応、現地視察ツアーまで⼀貫してご⽀

援します。

3. ⼈材確保を軸とした誘致と定着化

地⽅への進出を決め、新規事業や既存事業の拡⼤を図る中で企業が直⾯する課題が、現地での⼈材確保

です。当社の提供するサテライトオフィス誘致サービスでは、進出企業の定着と現地における⼈材確保

を軸に、雇⽤創出を含めた多⽅向からの⽀援のご提案をいたします。

■株式会社イマクリエについて

株式会社イマクリエは、住む場所やライフステージなどに縛られることなく、⼀⼈ひとりがいきいきと

働ける社会を⽬指して、世界30か国以上に在住する登録者と共にテレワークを活⽤したアウトソーシン

グならびにコンサルティング事業を展開しています。内閣府から「地⽅創⽣テレワークアワード 地⽅

創⽣担当⼤⾂賞」を受賞した⾃社のノウハウを元に、地⽅⾃治体や海外の企業・⼤学と連携し、⼦育て

、介護、副業など社会課題に対してテレワークを活⽤してイノベーションを起こしています。

＜会社情報＞

代表者名 : 代表取締役 鈴⽊信吾

設⽴ : 2007年7⽉31⽇

本社 : 東京都港区東⿇布2-3-5 第⼀ビル 2F

https://www.imacrea.co.jp

事業内容：地⽅創⽣事業、在宅ワーカー育成事業、テレワーク導⼊コンサルティング、コンタクトセン

ター運営代⾏事業、アウトソーシング事業
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＜本件に関する報道関係者様からのお問い合わせ先＞

株式会社イマクリエ 広報担当

電話:03-6277-6907

メール：info@imacrea.co.jp
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